
これまでの議論を受けて 

平成２４年４月 

資源エネルギー庁 

（自動車用燃料としてのバイオ燃料・水素の活用について） 

資料６－２ 

基本問題委員会における枝廣委員からの御意見概要 
○第１５回（３月１４日）・第１６回（３月１９日） 

 自動車用燃料の燃料調達先の多様化、国内で生産できる燃料による代替の観点か
ら、バイオ燃料・水素の活用をすすめるべき。 



１．「クールアース革新技術計画」において、セルロース系など第２世代を含め、具体的なロードマップを作成。 
２．コスト低減等に向けて、具体的な目標（２０１５年）を掲げて推進中。 
  ・資源作物等        ４０円／Ｌ 
  ・稲わら、林地残材等  １００円／Ｌ 

飛躍的な低コスト化・ポテンシャル拡大●セルロース系のエタノール化

(稲わら、林地残材等から)

⑩ バイオマスからの輸送用代替燃料製造

2000 2010 2020 2030 2040 2050

導入・普及シナリオ

技術ロードマップ

○糖・デンプン系のアルコール発酵

(資源作物等から)

・クリーンディーゼル車 ガソリン車と同等の排ガス性能・価格

100円/L

40円/L

●BTL（Biomass to Liquid） 飛躍的な低コスト化・高効率化
○GTL（Gas to Liquid）
○CTL（Coal to Liquid）

・FT合成技術、DME合成技術
・ガス化技術

・微生物や酵素の利活用技術

○バイオディーゼル燃料（BDF）

・ETBE製造

エタノール／ETBE製造 セルロース系からのエタノール製造

BDF製造

GTL製造

DME直接合成
CTL製造 BTL製造

・水素化バイオ軽油

・高効率な光合成機能を持ったエネルギー作物の開発

・小型高効率液化技術

◆燃料電池自動車

・フレックス燃料車（FFV）及びハイブリッド自動車との組合せ

・国産資源作物・国際協力

（ガソリン代替）

（軽油代替）

普及を支える技術・関連技術

・ブタノール発酵技術

実証事業を通じた普及促進

品質確保のための法制度の整備

ディーゼルの普及促進

・前処理、
糖化・エタノール変換効率化

（１）バイオ燃料 ～第２世代を含めたバイオ燃料の実用化へのロードマップ～ 

バイオマスからの輸送用代替燃料製造 

セルロース系など第２世代 



１．現状、我が国のバイオエタノールの自給率は低水準 

 → 大部分をブラジルからの輸入に依存。 

・ブラジル産輸入エタノールの価格は、１００円／Ｌ前後（輸入ガソリンの１．５倍～２倍程度）。 

・ブラジルは２０１０～２０１１年にエタノールが輸入に転じる等、供給安定性については一定の懸念 

→ ２０１８年時点で日本向けのブラジルからの輸出可能量は５０万ＫＬ程度との試算あり。 
 

２．自給率が高いほど導入義務が多く規定されている傾向。 

（１）バイオ燃料 ～我が国のバイオ燃料の自給率～ 



目標 
• 現行エネルギー基本計画における目標： 
  ①温室効果ガス削減効果、②安定供給、③経済性の確保を前提に、既に利用可能なバイオ燃料を活用して、
２０２０年に全国のガソリンの３％相当以上の導入。 
 

• 石油精製業者の目標： 
 
 
 
 

2 0 1 1 年 度 2 0 1 2 年 度 2 0 1 3 年 度 2 0 1 4 年 度 2 0 1 5 年 度 2 0 1 6 年 度 2 0 1 7 年 度 

21万ＫＬ 21万ＫＬ 26万ＫＬ 32万ＫＬ 38万ＫＬ 44万ＫＬ 50万ＫＬ 

取組状況 
• ２０１１年度実績：２１万ＫＬ 
• 安全性を確保の上、Ｅ１０方式に対応するため、関係省庁（経産省、国交省、環境省）が連携し、制度整備。 

 

供給状況 
 ○国産 

• 補助金を受けた実証事業のみ。現状、安定供給、経済性の確保を満たす供給源なし。 
 
 ○海外産 

• ブラジル産サトウキビ（既存農地由来）のみ温室効果ガス削減効果、安定供給、経済性の確保を満たす。 

（１）バイオ燃料 ～我が国の現状の取組～ 

※数量は原油換算 



（２）水素 ～国内設備を利用した水素燃料供給体制の構築の取組①～ 

水素燃料供給体制の構築の目的 
• ＦＣＶ（燃料電池自動車）は、長距離走行が可能で、充填時間が短いといったメリットを有する次世代自動車で
あり、 ２０１５年に世界的に市場投入が予定されており、将来の水素利用方法として、大きく期待。長距離走行
の強みを踏まえた開発・普及を推進。 

• ＦＣＶ普及のカギとなるのが水素ステーション等の水素供給インフラ整備。技術開発と規制見直しの両面から
低コスト化を図る。 

 

水素供給における既存インフラ活用 
• 精製所の既存水素製造能力の活用が可能であり、当面の水素供給を担うことが可能。 
• また、既存の精製所を活用することで、現在のサプライチェーンが持つ輸送手段等を活用することが可能。 

 

ＦＣＶの国内市場導入と水素供給インフラ整備に関する共同声明（２０１１年１月１３日） 
• ２０１５年にＦＣＶの普及開始を図るため、自動車会社３社とエネルギー事業者１０社が共同声明を公表。 
• ＦＣＶ量産車を、２０１５年に４大都市圏を中心とした国内市場への導入と一般ユーザーへの販売開始。 
• ４大都市圏における１００か所程度の水素ステーションの先行整備。 

                  水素供給インフラ先行整備のイメージ図 

資料：燃料電池自動車の国内市場導入と水素供給インフラ整備に関する共同声明（2011年1月） 

展開シナリオ例 



（２）水素 ～国内設備を利用した水素燃料供給体制の構築の取組②～ 

具体的な取組状況 
 

 ○規制見直しによるコストダウンの取組 

• 水素供給コストの低減に向け、水素ステーションコストの低減が課題。規制改革会議において、議論
が進められ、平成２２年１２月に関係省庁間で規制見直しに向けた工程表をとりまとめ。 

 ○技術開発 
• 規制改革に併せ、水素ステーション建設コストの低減に向けた技術の実証を実施。 
• 高純度の水素製造のプロセス技術及び水素の効率的な出荷のための設備の開発・実証を実施。 

水素ディスペンサー

H2

マルチステーション 水素トレーラー

○輸送用容器で使用できる圧力の上限

○公道上では充填できない

給油空地

○設計強度等の安全率（4倍）
○配管等に使用できる鋼材の種類
○炭素繊維との複合容器が使用できない
○保安検査の方法（開放検査が必須）

材料の規制

○ 70MPaスタンドを市街地に設置でき
ない
○水素保有量の制限（商業地域では
燃料電池自動車20台相当が上限）

立地の規制

○セルフ充填が認められない
○水素の充填時の上限圧力
○圧力計測時の基準温度
○水素製造装置の始動準備の規制

運営の規制

輸送の規制

その他の規制

蓄圧器

貯蔵

圧縮器

水素製造装置

○公道との離隔距離（6m）
○ ガソリンスタンド設備との離隔距離（6m）
○ 水素スタンド設備と天然ガススタンド設備との離隔距離（6m）

○ 公道との離隔距離（6m）
○ ガソリンスタンド設備との離隔距離（6m）
○ 水素スタンド設備と天然ガススタンド設備との離隔距離（6m）

○ 公道との離隔距離（6m）
○ ガソリンスタンド設備との離隔距離（6m）
○ 水素スタンド設備と天然ガススタンド設備との離隔距離（6m）

離隔距離の規制


